
介護サービス情報の公表制度とは 

介護保険法に基づき、平成１８年４月からスタートした制度。 
利用者が介護サービスや事業所・施設を比較・検討して適切に 
選ぶための情報を都道府県が提供する仕組み。  
 
※「介護サービス情報公表システム」を使って、インターネットでいつでも誰でも情報を入手すること
が可能。平成２４年度時点で、全国約２４万か所の事業所情報が公表されている。  
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制度の仕組み 

○事業所情報の公表までの流れ 
   事業所の情報は、都道府県が公表。公表の流れは以下のとおり。  

①毎年１回、各事業所は直近の事業所情報を都道府県に報告 
  
②都道府県は内容を審査  
 （都道府県が必要と認める場合に訪問調査を実施（後述）） 
 
③都道府県はインターネットに事業所情報を掲載  
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公表されている内容（大項目） 

○基本情報 
１ 事業所の名称、所在地等  
２ 従業者に関するもの  
３ 提供サービスの内容  
４ 利用料等  
５ 法人情報  

○運営情報（見直し前は「調査情報」） 
１ 利用者の権利擁護の取組  
２ サービスの質の確保への取組  
３ 相談・苦情等への対応  
４ 外部機関等との連携  
５ 事業運営・管理の体制  
６ 安全・衛生管理等の体制  
７ その他（従業者の研修の状況等）  
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情報公表制度における消火設備の公表状況 
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